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第 1編 総則 

 

第 1章 はじめに 

 

1.1 ガイドの目的 

このガイドは、一般財団法人ベターリビング システム審査登録センター（以下、「センター」とい

います。）が行う 1.2 に示すマネジメントシステム審査登録に関して、申請から登録までの手順、登録

維持の要件及び契約に関する事項等を説明するものです。（センターは、センターの品質マニュアル等

のシステム文書に従って業務を進めますが、このガイドには、センターのシステム文書の組織に係る

規定の主要なものを記載しています。） 

また、センターの行う審査登録を申請する組織は、受審又は登録されたマネジメントシステムを維

持するに当たって、このガイドに記載された規定を遵守していただきます。 

なお、全ての審査において、審査の一環として指図的助言又はコンサルタント業務を提供すること

はできませんので、その旨ご承知下さい。 

  

1.2 審査登録の対象規格 

ISO 9001:2015/JIS Q 9001:2015 「品質マネジメントシステム－要求事項」 

ISO 14001:2015/JIS Q14001:2015 「環境マネジメントシステム－要求事項及び利用の手引」 

   

審査登録を申請する組織は、上記の規格に適合し、かつ、文書化した品質マネジメントシステム（以

下、「QMS」といいます。）又は環境マネジメントシステム（以下、「EMS」といいます。）を備えてい

ることが必要です。 

 

1.3 審査登録の対象分野 

センターが行う審査登録の対象は、主として住宅・建築及びこれに関連した分野の組織のマネジメ

ントシステムです。 

「IAF MD17 5（ISO9001）及び 6（ISO14001）：IAF ID1」及び「Commission of European 

Communities 発行の“ Official Journal L 393/1,30.12.2006”に付属の“経済活動分類”（NACE Rev.2）」

における次の分野が公益財団法人日本適合性認定協会（ＪＡＢ）より認定されております。認定範囲

以外の分野の審査登録についてもご相談下さい。ただし、公序良俗に反する場合、又はセンターの権

利のない分野についてはご希望に添えない場合があります。  

 

 【QMS 認定分野】 

 6 木材、木製品 

 9 印刷業 

12 化学薬品、化学製品及び繊維（火薬製造業を除く） 

14 ゴム製品、プラスチック製品  

15 非金属鉱物製品 

16 コンクリート、セメント、石灰、石こう他 

17 基礎金属、加工金属製品 

18 機械、装置（武器及び弾薬の製造、戦闘車輌の製造業を除く） 

19 電気的及び光学的装置（家電製品の製造、磁気及び光学的媒体の製造業を除く） 

23 他の分類に属さない製造業（宝石類、装飾品及び関連商品の製造業、楽器の製造業、ゲーム用

品及び玩具の製造業、その他の装置の修理業を除く） 

24 再生業 

28 建設 

29 卸売業、小売業、並びに自動車、オートバイ、個人所持品及び家財道具の修理業（タバコ製品

の卸売業、食品、飲料及びタバコを販売する専門店小売業、その他の個人及び家庭用品の修理

業を除く） 

31 輸送、倉庫、通信（旅客鉄道輸送、都市間交通機関、貨物鉄道輸送、水運業、乗客の航空運送
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業、貨物の航空運送業及び宇宙輸送業、水上運送に付随するサービス活動、航空運送に付随す

るサービス活動、郵便及び宅配業、電気通信業務を除く） 

32 金融、保険、不動産、賃貸（保険及び年金を除く金融サービス業、保険、再保険及び積立年金

（強制的社会保険を除く）業、水上輸送装置の賃貸及びリース業、航空輸送装置の賃貸及びリ

ース業を除く） 

33 情報技術 

34 エンジニアリング、研究開発 

35 その他専門的サービス 

38 医療及び社会事業（病院業務、医療及び歯科治療業務、精神薄弱、メンタルヘルス及び薬物乱

用に関する居住型介護活動、高齢者及び身体障害者の居住介護活動、その他の居住介護活動、

宿泊設備のない社会事業に限る） 

39 その他社会的・個人的サービス（下水道業、廃棄物の回収、廃棄物の処理及び処分業、汚染除

去及び他のゴミ処理サービス業に限る） 

 

【EMS 認定分野】 

 6 木材、木製品 

 7 パルプ、紙、紙製品 

 9 印刷業（記録媒体複製業を除く） 

14 ゴム製品、プラスチック製品 

15 非金属鉱物製品 

16 コンクリート、セメント、石灰、石こう他（セメント、石灰及び石こうの製造業を除く） 

17 基礎金属、加工金属製品 

18 機械、装置（武器及び弾薬の製造、戦闘車輌の製造業を除く） 

19 電気的及び光学的装置 

23 他の分類に属さない製造業 

24 再生業 

26 ガス供給（配管を通じてのガス燃料の供給業、配管を通じてのガス取引業に限る） 

28 建設 

29 卸売業、小売業、並びに自動車、オートバイ、個人所持品及び家財道具の修理業 

31 輸送、倉庫、通信（旅客鉄道輸送、都市間交通機関、貨物鉄道輸送、水運業、乗客の航空運送

業、貨物の航空運送業及び宇宙輸送業、陸上運送に付随するサービス活動、水上運送に付随す

るサービス活動、航空運送に付随するサービス活動、郵便及び宅配業、電気通信業務を除く） 

32 金融、保険、不動産、賃貸（不動産業、自動車の賃貸及びリース業、個人及び家庭用品の賃貸

及びリース業、その他の機械、装置及び有形資産の賃貸及びリース業に限る） 

33 情報技術 

34 エンジニアリング、研究開発 

35 その他専門的サービス（写真撮影業、翻訳及び通訳業、業務管理及びサポート業、複写、文書

準備及びその他の専門的なオフィスサポート業、他の分類に属さないその他のビジネスサポー

トサービス業を除く） 

36 公共行政（外務、国防、司法を除く） 

37 教育（技術及び職業中等教育、運転教習所を除く） 

38 医療及び社会事業（獣医の医療業務、他の分類に属さないその他の宿泊設備のない社会事業を

除く） 

39 その他社会的・個人的サービス（下水道業、廃棄物の回収、廃棄物の処理及び処分業、汚染除

去及び他のゴミ処理サービス業に限る） 

 

1.4  審査登録の手順 

センターの審査登録は、JAB MS 200 に代表される、認証業務に必要な全ての文書に準拠して実施

します。 
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第２編 審査 

 

第 2章 初回審査 

 

2.1 審査登録申請の受付及び契約 

2.1.1 受付に当たっての相談 

(1) 申請の受付に当たってのご相談は、センターの普及担当が行います。普及担当は、センターが行

う審査登録業務の内容、手順、料金等について説明します。なお、ＪＡＢによるマーケットサー

ベイランス訪問を回避するために当センターへ申請しようとする組織の申請は、受理しません。 

(2) 相談に当たって、次の書類を申請者へ配付します。 

・ 審査登録のご案内 

・ 審査登録ガイド（本書） 

・ 登録付属文書 

・ 審査登録申請書 

・ 申請者調査表（品質／環境） 

・ マネジメントシステムの統合レベル自己評価書（統合審査を希望される場合のみ） 

・ 見積書 

・ 審査登録業務契約書様式（品質／環境） 

2.1.2 申請及び契約 

(1) 申請者は、次の書類により申し込んで下さい。 

① 審査登録申請書 １部 

② 申請者調査表（品質／環境） １部 

③ マネジメントシステムの統合レベル自己評価書（統合審査を希望される場合のみ） １部 

④ 会社案内及び会社履歴 １部 

⑤ 役員名簿 １部 

上記の書類は固有名詞を除き原則として日本語で記載して下さい。センターは、申請者からの

申請内容を検討し受理したときは、審査登録申請書受理通知兼内容確認書によりお知らせします。

このとき、提出された申請者調査表に基づき作成した審査料金の見積書をあわせてお送りします。

なお、審査料金の見積書は、十分協議し作成します。  

(2) 申請者は、契約及び見積書の内容をご確認の上、当センターとの間で登録範囲内の全ての事業所

（法人も含む※）を含んで契約を締結していただきます。 

   ※登録範囲内に複数の法人が存在する場合は、登録範囲内の全ての法人を契約当事者として、

センターと契約を締結していただきます。 

2.1.3 申請者の義務 

申請者は、センターの審査（初回審査、サーベイランス、更新審査、臨時審査（苦情の調査を含む））

に当たり次の事項を遵守していただくことが必要です。 

1) センターに対し審査に関する責任者を明示していただきます。 

2) 登録を希望するマネジメントシステムに関する全文書をセンターが利用できるようにしてい

ただきます。 

3) マネジメントシステムの実施に関するすべての適切な記録をセンターが利用できるようにし

ていただきます。 

4) センターの審査員が行うマネジメントシステムの審査に協力していただきます。 

5) 審査の際には審査事項について熟知し、審査実施に協力できる方に参加していただきます。 

6) 審査員への接待、土産の贈与等についてはお受けできませんので、お控え下さい。 

7) センターがＪＡＢから認定を受けている分野(ＪＡＢ認定範囲)への登録を希望する申請者は、

第 10 章「認定機関について」に従っていただきます。 

8) 該当する場合、オブザーバー（訓練中の審査員等）の立会い受入れをご了解いただきます。 

 

2.2 新規の審査（初回審査） 

2.2.1 審査チームメンバーの選定 
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センターは、審査チームメンバーを選定し、申請者にお知らせします。メンバーに同意できない場

合はセンターと協議することができます。なお、審査チームメンバーの役割と責任は、以下となりま

す。 

＜審査員＞ 

① 審査チームリーダー：審査計画から審査報告書まで審査業務を統括しつつ審査を行い、審

査報告書の内容に責任を持ちます。 

② 審査メンバー：審査チームリーダーの指揮の下、審査を分担して行います。 

＜審査員以外＞ 

③ 技術専門家：審査する範囲の特定の分野について、専門知識を有し、それにより関連する手

順の内容及び不適合の潜在的可能性についての知識を保有し、それらの知識を審査員に助言

します。 

④ オブザーバー、翻訳者及び通訳者：審査チームに同行しますが、審査は行いません。 

2.2.2 第一段階審査 

2.2.2.1 第一段階審査の目的 

第一段階審査は、組織の適用するマネジメントシステムの構築状況等を確認し、第二段階審査の

計画のための情報を収集するため、以下を実施します。 

① 文書審査（マネジメントシステムの核となる要素の文書一式の審査） 

② 受審組織の所在地及び事業所固有の条件の評価と第二段階審査の準備状況のヒアリング 

③ 規格要求事項に関する受審組織の状況及び理解を、特にマネジメントシステムの主要なパ

フォーマンス又は重要な側面、プロセス、目的及び運用の特定に関してレビューを行うこと 

④ 当該マネジメントシステムの適用範囲、プロセス及び受審組織の所在地、関連する法令及

び規制に関わる側面、並びに順守(例えば、運用についての品質上及び法律上の側面、 関連リ

スク等)に関して、必要な情報を集めること  

⑤ 第二段階審査のための資源の割当て(審査チームに対する受審組織の体制を含む)をレビュ

ーし、第二段階審査の詳細について受審組織と合意すること 

⑥ 想定される重大な側面に関連して、受審組織のマネジメントシステム及び事業所の運用に

ついて十分理解することによって、第二段階審査を計画する上での焦点を明確にすること 

⑦ 内部監査及びマネジメントレビューが計画され、実施されているかどうかについて評価し、

また、マネジメントシステムの実施の程度が第二段階審査のための準備が整っていることを

実証するものであることを評価すること（第二段階審査に進んでよいか、上記①～⑥も含め

て、総合的な判断をする） 

2.2.2.2 第一段階審査計画の協議 

(1) センターは、申請者と第一段階審査の日時、場所等を調整します。審査は、原則として申請者

の所在地（サイト）において実施します。EMS では、オフィスだけでなく登録範囲となる工場、

作業所等も審査します。調整した日時等を変更する場合には、審査日の 2 週間前までに申し出て

下さい。審査を受けるに当たっては、申請者において規格に基づきマニュアル及びその関連文書

が策定されているなど、マネジメントシステムが構築され、それが運用され、かつマネジメント

レビュー及び内部監査を実施していることが前提となります。申請者の業務又はサービスを行

う常設の場所（サイト）が複数あり、それが申請の範囲である場合は、全てのサイトを対象とし

た内部監査が実施されている必要があります。第一段階審査には、適用するマネジメントシステ

ムに責任を負う経営層に出席していただく必要があります。また、審査チームリーダーと申請者

との間で合意がある場合を除いて、現場訪問のタイミングの確認や特定部署への訪問手配など

を行う方（以下、「案内役」といいます。）を各審査員に配置していただく必要があります。 

(2) センターは、第一段階審査に先立ち審査計画書を作成して申請者に通知します。審査計画につ

いて調整等が必要な場合には、できるだけ早く申し出て下さい。 

(3) 第一段階審査以前に、以下の書類等を提出していただきます。下位文書は、審査員用として、

審査当日に準備していただきます。申請者から提出されたマニュアルなどの文書は、特に申請者

から申し出がない限り、返却いたしません。（センターで記録として保管するもの以外は、責任

を持って廃棄いたします。） 

［QMS の提出書類等］    

①  QMS の中心となる文書（品質マニュアル等） 

②  品質方針 
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［EMS の提出書類等］ 

①  EMS の中心となる文書（環境マニュアル等） 

②  環境方針 

③  著しい環境側面 

④ 環境目標 

2.2.2.3 第一段階審査の手順 

第一段階審査は、次の手順で行います。なお、審査に際して必要な準備がなされておらず円滑な

審査を行うことが著しく困難であると判断される場合、緊急で重大なリスク（例えば、安全上のリ

スク）の存在を示唆している場合など、審査の続行について疑義が生じたときは、審査を中止する

ことがあります。 

(1) 初回会議の実施 

初回会議（審査チームと経営層を含む申請者との会合）は、審査チームと経営層を含む申請者

の相互の紹介を行うとともに、審査の目的・範囲、審査スケジュール等を審査に先立って確認す

るためのものです。 

(2) 審査の実施 

審査チームは、審査計画書に基づき審査します。なお、審査では、適用するマネジメントシス

テムに責任を負う経営層との面談も実施します。 

また、該当する場合には、不適合の可能性を示唆する事項と改善が望ましい事項を「観察事項」

として特定します。 

(3) 中間会議の実施 

審査が数日に及ぶ場合、審査チームは、1 日の審査の終了後、申請者と中間会議を開き、申請者

に対して、その日の審査に基づく指摘事項（修正を要する「不適合事項」を含む）について、その

内容を説明します。 

(4) 終了会議の実施 

a) 審査チームは、審査の終わりに終了会議を開催し、チームリーダーから経営層を含む申請者

に審査結果を報告します。 

b) 「不適合事項」については、作成した不適合兼観察事項報告書に従って説明し、申請者に修

正処置の実施を求めます。 

c) 申請者は、指摘のあった「不適合事項」の内容を確認し、異議があるときは審査チームと協

議します。 

d) 審査チームは、審査の結果、「不適合がなく、第二段階審査が可能」又は「不適合があるもの

の第二段階審査の実施が可能」と判断した場合、第二段階審査の、審査範囲の再確認、審査目

的、適用するマネジメントシステムに責任を負う経営層の出席の確認、予定日時と期間、審査

基準等について打ち合わせを行います。 

2.2.2.4 審査報告書の作成及び発行 

センターは、申請者に対し審査報告書（第一段階審査）により審査結果をお知らせします。 

2.2.2.5 修正処置の回答 

第一段階審査の結果、修正処置を要求された場合、申請者には修正処置を実施していただき、そ

の結果を報告していただきます。また、修正処置が不十分な場合には、再度修正処置を実施してい

ただきます。 

センターは、第二段階審査に進むには追加の審査が必要であると判断することがあります。また、

再々の要求に対しても修正処置が実行される見込みが全くないと判断される場合には、審査を打ち

切ることがあります。 

2.2.3 第二段階審査 

2.2.3.1 第二段階審査の目的 

第二段階審査は、申請者が行っている社会的活動（事業）に効果的に作用することを意図してマ

ネジメントシステムを構築し、適切かつ有効に運用しているか否かを、以下について評価します。 

① 適用されるマネジメントシステム規格又はその他の基準文書の、すべての要求事項に対す

る適合についての情報及び証拠 

② 主要なパフォーマンスの目的及び目標（適用するマネジメントシステム規格又はその他の

基準文書の主旨に整合した）に対するパフォーマンスの監視、測定、報告及びレビュー 

③ 法的要求事項の順守に関しての、受審組織のマネジメントシステム及びパフォーマンス 
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④ 受審組織のプロセスの運用管理 

⑤ 内部監査及びマネジメントレビュー 

⑥ 受審組織の方針に対する経営層の責任 

⑦ 規定要求事項、方針、パフォーマンスの目的及び目標(適用するマネジメントシステム規格

又はその他の基準文書の主旨に整合した)、適用されるすべての法的要求事項、責任、要員の

力量、運用、手順、パフォーマンスのデータと、内部監査の所見･結論の関連 

また、該当する場合には、不適合の可能性を示唆する事項と改善が望ましい事項を「観察事項」

として特定します。 

2.2.3.2 第二段階審査計画の協議 

(1) センターは、申請者と第二段階審査の日時、場所等を調整します。調整した日時等を変更する

場合には、審査日の 2 週間前までに申し出て下さい。第一段階審査において不適合があった場合

で、同意した期限までにその修正処置が確認できない場合には再度調整させていただきます。ま

た、審査を受けるに当たっては、内部監査、マネジメントレビュー等が実施されているなど、構

築されたシステムが一通り運用されていることが条件となります。第二段階審査には、適用する

マネジメントシステムに責任を負う経営層に出席していただく必要があります。また、審査チー

ムリーダーと申請者との間で合意がある場合を除いて、案内役を各審査員に配置していただく

必要があります。なお、第一段階審査の時点からマネジメントシステム文書の変更がある場合は、

提出をお願いいたします。 

(2) センターは、第二段階審査に先立ち審査計画書を作成して申請者に通知し、審査計画の内容に

ついて協議します。 

(3) 申請者は、通知された審査計画の内容について調整等が必要な場合は、できるだけ早く申し出

て下さい。 

(4) センターは、申請者から審査計画について調整等の依頼があった場合、その内容を検討して必

要な場合は修正を行います。 

2.2.3.3 第二段階審査の手順 

第二段階審査は、次の手順で行います。なお、審査に際して必要な準備がなされておらず円滑な

審査を行うことが著しく困難であると判断される場合、緊急で重大なリスク（例えば、安全上のリ

スク）の存在を示唆している場合など、審査の続行について疑義が生じたときは、第二段階審査を

中止することがあります。 

(1) 初回会議の実施 

初回会議（審査チームと経営層を含む申請者との会合）は、審査チームと経営層を含む申請者

の相互の紹介を行うとともに、審査の目的・範囲、審査スケジュール等を審査に先立って確認す

るためのものです。 

(2) 審査の実施 

審査チームは、審査計画書に基づき、申請者の事務所及びマネジメントシステムが運用されて

いる現場において、申請者のマネジメントシステムが適切に運用されているか、記録が正しく取

られているか、方針及び目的を達成しつつあるか等について、インタビューも含め申請者の各部

門を審査します。なお、適用するマネジメントシステムに責任を負う経営層との面談も実施しま

す。 

(3) 中間会議の実施 

審査が数日に及ぶ場合、審査チームは、1 日の審査の終了後、申請者と中間会議を開き、申請

者に対して、その日の審査に基づく指摘事項（是正を要する「不適合事項」を含む）について、

その内容を説明します。 

(4) 終了会議の実施 

1) 審査チームは、審査の終わりに終了会議を開催し、チームリーダーから経営層を含む申請者

に審査結果を報告します。 

この会議では、「不適合事項」の他、「観察事項」として、当該組織の課題に対応してパフォ

ーマンスを向上するために改善した方が望ましい事項と将来問題が生じる可能性がある事項

を説明します。また、マネジメントシステムの運用を通じて組織のパフォーマンスの向上に寄

与している点を「充実事項」として説明します。なお、「観察事項」については、次回の審査に

おいて対応状況等を審査員が確認します。 

2) 「不適合事項」については、作成した不適合兼是正処置報告書で説明し、申請者に是正処置
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の実施を求めます。 

3) 申請者は、指摘のあった「不適合事項」等の内容を確認し、異議があるときは審査チームと

協議します。異議がないときは不適合兼是正処置報告書に責任者の署名をしていただきます。 

2.2.3.4 審査報告書の作成及び発行 

センターは、審査チームから提出された資料に基づいて審査報告書を作成し、原則として第二段

階審査終了後 14 日以内に申請者へ送付します。 

その際、センターは申請者に対し審査報告書への意見の提出を求めます。 

審査報告書には、適合か不適合かの判定結果の他、「観察事項」や「充実事項」を記載します。 

2.2.3.5 是正処置の回答 

申請者は、不適合がある場合、是正処置が完了した時点で、「不適合兼是正処置報告書」により是

正報告をしていただきます。 

2.2.3.6 是正処置のフォローアップ 

(1) 第二段階審査で発見された不適合に対して、申請者から実施報告書（不適合兼是正処置報告書）

が提出された場合、センターは是正処置の内容の確認を行うため、提出された書類により是正内

容を確認します。是正が不十分と判断した場合、申請者には再度是正処置を実施していただきま

す。なお、第二段階審査の終了後、原則として 6 ヶ月以内に是正処置の完了が確認できない場合

は、審査を打切り、再度第二段階審査を実施することがあります。 

(2) マネジメントシステム実施現場におけるフォローアップ（フォローアップ審査）は、その目的

を達成するために必要な最小限の範囲で、第二段階審査の手順に準じて実施します。 

なお、第二段階審査において指摘された不適合の是正処置が終了し是正内容の実施状況の確

認は次回の審査の時でよいと判断される場合は、フォローアップ審査は行いません。 

2.2.3.7 法規制上の不適合への対応（EMS） 

法規制の順守及び評価は、環境マネジメントシステムが機能しているかどうか、信頼できるもの

であるかどうかの観点から審査を行います。 万が一、法規制への不適合が発見された場合は、口頭

にて受審組織に伝えます。この様な場合、適切な処置（効果的な改善計画等）が取られているかど

うかを審査中に確認します。万が一、適切な処置が取られていない場合は、審査後、是正処置の確

認をいたします。 

2.2.3.8 是正処置確認書の作成及び発行 

センターは、是正処置のフォローアップをしたときにはその結果を反映した上で、是正処置確認

書を作成し、申請者へ送付します。 

 

2.3 新規の登録判定及び通知 

2.3.1 登録の判定 

(1) 登録の判定は、審査チームの審査最終報告書（実施現場でのフォローアップ審査があった場合は、

そのフォローアップ結果を含んだもの）をベースに作成した判定委員会議案書に基づき、当セン

ターに設けられているマネジメントシステム登録判定委員会（以下、「判定委員会」といいます。）

で行います。 

判定委員会にかけるには、原則として前月末までに審査を終了し、かつ是正処置が完了してい

ることが条件となります。 

(2) 判定委員会は、「登録」、「保留」又は「不登録」のいずれかの判定を行います。 

2.3.2 判定結果の通知等 

(1) 判定結果は、判定結果通知書により申請者にお知らせします。判定結果通知書には、今後 3 年間

のサーベイランス及び更新審査の時期、訪問予定サイト等を記載した「審査プログラム」を添付

します。 

(2) 判定結果が保留である場合、判定結果通知書には、保留の理由（不適合の内容、是正処置要求事

項等）、是正処置を完了すべき期間（原則として 1 ヶ月以内）等が記載されています。 

申請者には、この期間内に是正処置を実施し、その結果を報告していただきます。 

※ 報告を受けた後、センターはその内容を確認し、センターが必要と判断した場合は、現場で

のフォローアップ審査を実施し、再度、判定委員会で登録又は不登録の判定を行います。 

(3) 判定結果が不登録の場合、不登録の理由（不適合の内容等）を記載した判定結果通知書を送付い

たします。 

2.3.3 登録の実施 
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(1) センターは、判定委員会が「登録」と判定した場合には、登録簿に組織名、事業所名、製品、プ

ロセス又はサービス等を登録します。 

(2) センターは、登録組織の合意を得た上で、登録した組織の登録情報を一般財団法人ベターリビン

グのホームページ（アドレスは裏表紙に記載）で公表するとともに、新規に登録した組織の登録

情報を「ISO NET」に掲載します。  

2.3.4 登録証の交付及び登録マークの使用許可 

(1) センターは、登録簿に登録した組織に対し、判定結果通知書の送付後、原則として 3 週間以内に

登録証を交付するとともに、登録マークの使用を許可します。登録証の有効期限は、登録日より

3 年間です。 

(2) 登録証の有効期限が終了した場合、或いは登録の取消しが行われた場合には、登録証はその効力

を失います。登録証の内容に変更が生じた場合も含め、登録組織は失効した登録証をセンターに

返還する義務があります。 

(3) 登録は組織の製品・サービスそのものを認証するものではありません。登録証及び登録マークを

使用する場合は、登録マークを製品に添付したり、登録証を広告、カタログなどで誤解を招くよ

うな方法で使用しないようご注意下さい。登録証及び登録マークの使用について詳細を記載した

「登録付属文書」を登録後にお渡しします。   

 

2.4 審査費用の請求 

2.4.1 申請料金及び基本料金 

「2.1.2 申請及び契約 (2)」の契約締結後、センターは申請料金及び基本料金の請求を行い、その

入金を確認した後、審査を開始しますので、指定期日までにお支払い下さい。なお、契約後は、いか

なる理由があっても、申請料金及び基本料金は返却いたしません。 

2.4.2 第一段階審査、第二段階審査、フォローアップ審査（実施した場合）の費用 

第二段階審査終了後（フォローアップ審査を実施した場合は当該審査終了後）、一括して請求書を

発行いたしますので、指定期日までにお支払い下さい。ただし、第一段階審査、第二段階審査、フォ

ローアップ審査（実施した場合）後、個別に請求する場合もあります。 
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第 3章 サーベイランス 

 

3.1 登録の維持（サーベイランス） 

3.1.1 サーベイランスの目的 

サーベイランス審査は、登録組織のマネジメントシステムが、組織が行っている社会的活動（事業）

に効果的に作用しているかどうかを念頭に置き、次の①～④を目的に実施します。 

① 登録されているマネジメントシステムが継続して実行されていることを確認すること。 

② 登録組織の事業の変更の結果に起因するそのマネジメントシステムへの変更の必要性を確認

すること 

③ 適用するマネジメントシステム規格の要求事項に関して継続的に適合していることを確認す

ること 

④ マネジメントシステムが、品質／環境パフォーマンスの向上に寄与しているかどうかを確認す

ること 

また、該当する場合には、不適合の可能性を示唆する事項と改善が望ましい事項を「観察事項」と

して特定します。 

3.1.2 サーベイランスの実施時期 

サーベイランスは、EMS の場合は原則として 1 年毎に、QMS の場合は１年毎又は半年毎に実施

します。 

審査実施予定期間の基準とする日（以下、「基準日」といいます。）は、第二段階審査(フォローア

ップ審査を実施した場合はフォローアップ審査)の最終日の属する月の 1 日とします。 

実施時期は、1 年毎に実施する場合は基準日及び基準日から 3 年の倍数を経過した日の 1 年後及び

2 年後の 4 ヶ月前から 2 ヶ月後までの間のいずれかの日、半年毎に実施する場合は基準日及び基準日

から 3 年の倍数を経過した日の半年後毎の前後 2 ヶ月間のいずれかの日とします。 

なお、QMS の場合で、受審組織の内部監査プログラム及びその信頼性を考慮しセンターが必要と

判断した場合、又は同一のシステムで運用されるサイトが複数ある場合等でセンターが必要と判断

した場合は、サーベイランスを 6 ヶ月毎に実施します。また、登録組織が希望される場合は、6 ヶ月

毎にサーベイランスを実施いたします。また、これ以外にもご希望に応じます。 

※ 初回登録後の最初のサーベイランスは、第二段階審査の最終日から 12 ヶ月を超えてはなら

ないこととなっておりますのでご注意下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【1年毎のサーベイランス（初回登録後の最初のサーベイランス）】 

基準日 

（審査最終日が属する月の 1 日） 
1 年目 

審査日 

● ●1 年後の前日 

4 ヶ月 

通

知 

1 ヶ月 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施 

予定期間 

＋α 

【1年毎のサーベイランス（更新後、初回の第 2回サーベイランスを含む）】 

4 ヶ月 

通

知 

1 ヶ月 

基準日 

（審査最終日が属する月の 1 日） 
1 年目 2 年目 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施 

予定期間 

2 ヶ月 4 ヶ月 

通

知 

1 ヶ月 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施 

予定期間 

2 ヶ月 
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3.1.3 サーベイランスの手順 

3.1.3.1 サーベイランス計画の協議 

(1) センターは、登録組織に対して、サーベイランスの審査実施予定期間の 1 ヶ月前迄に「サーベ

イランス実施通知書」を送付して、サーベイランスの実施時期を通知します。この際、登録組織

の運用上の課題等を把握するためにサーベイランスに関する「事前アンケート」を同封します。 

(2) 登録組織は、サーベイランスの希望時期等を記載した「サーベイランス実施通知に対する回答

について」及び「事前アンケート」を指定期日までに回答して下さい。 

(3) センターは、サーベイランス実施通知書に対する回答等を受領後、審査員の選定及びサーベイ

ランス日程の調整をします。合意された日程を変更する場合には、審査日の 2 週間前までに申し

出て下さい。 

(4) センターは、サーベイランスに先立ち審査方針と審査方針に従った審査スケジュール等を記載

した審査計画書を作成して登録組織に通知し、審査計画の内容について協議します。審査は、個々

の組織におけるマネジメントシステムのメインプロセスを中心に、次の事項について重点的に実

施します。 

① 内部監査及びマネジメントレビュー 

② 前回審査で特定された不適合についてとられた処置のレビュー 

③ 苦情処理 

④ 受審組織の目的の達成及びマネジメントシステムの意図した結果の達成に関するマネジメ

ントシステムの有効性 

⑤ 継続的改善を狙いとする計画的活動の進捗状況 

⑥ 継続的な運用管理 

⑦ 変更があればそのレビュー 

⑧ マークの使用及び／又は認証に係る引用 

(5) 登録組織は、通知された審査計画書の内容について調整等が必要な場合は、できるだけ早く申

し出て下さい。 

(6) センターは、登録組織から審査計画について調整等の依頼があった場合、その内容を検討して

必要な場合は修正を行います。サーベイランスの手順は、「2.2.3.2 第二段階審査計画の協議」に

準じて実施します。 

3.1.3.2 サーベイランスの実施 

サーベイランスの実施は、「2.2.3.3 第二段階審査の手順」に準じて実施します。 

なお、審査は、登録組織の事業に対する課題、過去の審査報告書及び事前アンケートなどから収

集した課題に焦点を当てた審査を実施することにより、組織の方針や目標に向けてマネジメントシ

ステムが有効に機能しているかを判定します。 

3.1.3.3 審査報告書の作成及び発行 

審査報告書の作成及び発行は、「2.2.3.4 審査報告書の作成及び発行」の手順に準じて実施します。 

3.1.3.4 是正処置の回答 

是正処置の回答は、「2.2.3.5 是正処置の回答」の手順に準じて実施します。 

3.1.3.5 是正処置のフォローアップ 

是正処置のフォローアップは、「2.2.3.6 是正処置のフォローアップ」の手順に準じて実施します。

ただし、サーベイランスの終了後、原則として3ヶ月以内に是正処置の完了が確認できない場合は、

【半年毎のサーベイランス】 

更
新
審
査 

1 ヶ月 

基準日 3 年 

6 ヶ月 

 

4 ヶ月 

4 ヶ月 
4 ヶ月 

3 ヶ月 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施

予定期間 

1 年 

 

4 ヶ月 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施

予定期間 

1 年 6 ヶ月 

 

4 ヶ月 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施

予定期間 

2 年 

 

4 ヶ月 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施

予定期間 
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審査を打切ることがあります。 

3.1.3.6 是正処置確認書の作成及び発行 

是正処置確認書の作成及び発行は、「2.2.3.8 是正処置確認書の作成及び発行」の手順に準じて実

施します。 

 

3.2 登録維持の判定及び通知 

3.2.1 登録維持の判定 

(1) 登録維持の判定は、審査報告書等に基づいて実施します。ただし、登録の一時停止又は取り消し

につながるかもしれない場合及び臨時審査と合わせて実施した場合は、「2.3.1 登録の判定(1)」の手

順に準じて判定委員会で実施します。この場合、判定委員会にかけるには、原則として前月末まで

に審査を終了し、かつ是正処置が完了又は計画されかつ適切な時期までに完了が見込まれることが

条件となります。  

(2) 登録維持の判定結果は、「登録の維持」、「登録の一時停止」、「登録範囲の縮小」又は「登録の取消

し」のいずれかとなります。登録の一時停止の基準は「7.3.1 登録の一時停止」に、登録の取消し及

び登録範囲の縮小の基準は「7.3.2 登録の取消し（一部、登録範囲の縮小を含む）」に示しておりま

す。 

3.2.2 判定結果の通知等 

(1) 判定結果は、判定結果通知書により登録組織にお知らせします。判定結果通知書には、サーベイ

ランス及び更新審査の時期、訪問予定サイト等を記載した「審査プログラム」を添付します。 

(2) 判定結果が一時停止である場合、判定結果通知書には、一時停止の理由、一時停止解除の条件及

び是正処置を完了すべき期間等が記載されています。 

  登録組織は、この期間内に処置を実施し、その結果を報告していただきます。 

※ 報告を受けた後、センターはその内容を確認し、センターが必要と判断した場合は、現場

でのフォローアップ審査を実施し、再度、判定委員会で判定を行います。 

(3) 判定結果が取消しの場合、取消しの理由を記載した判定結果通知書を登録組織に送付いたします。 

 

3.3 審査費用の請求 

サーベイランス終了後、審査料金の請求書を発行しますので、指定期日までにお支払い下さい。 
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第 4章 更新審査 

 

4.1 更新審査 

4.1.1 更新審査の目的 

更新審査は、登録の有効期間（3 年間）の満了に伴い再登録の可否を判断するものであり、関連す

るマネジメントシステム規格又は他の基準文書のすべての要求事項の継続的履行を評価するために

実施します。 

なお、センターは、登録組織のマネジメントシステムが、組織が行っている社会的活動（事業）に

効果的に作用しているかどうかを念頭に置き、次の①～④を目的として更新審査を実施します。 

① 登録されているマネジメントシステム全体としての継続的な適合性及び有効性を確認するこ

と。 

② 登録組織の登録範囲に対するマネジメントシステムの継続的な関連性及び適用可能性を確認

すること。 

③ 登録組織の事業の変更の結果に起因するそのマネジメントシステムへの変更の必要性を確認

すること 

④ マネジメントシステムが、品質／環境パフォーマンスの向上に寄与しているかどうかを確認す

ること。 

また、該当する場合には、不適合の可能性を示唆する事項と改善が望ましい事項を「観察事項」と

して特定します。 

4.1.2 更新審査の実施時期 

マネジメントシステムの登録を更新する際は、更新審査を行います。 

更新審査は、基準日から３年毎に実施し、実施時期は基準日から 3 年の倍数を経過した日の 4 ヶ

月前から 1 ヶ月前までの間のいずれかの日とします。基準日は、第二段階審査(フォローアップ審査

を実施した場合はフォローアップ審査) の最終日の属する月の 1 日とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3 更新審査の手順 

4.1.3.1 更新審査登録申請の受付 

(1) センターは、登録組織に対して、更新審査の実施予定期間の 1 ヶ月前までに「更新審査実施通

知書」を送付して、更新審査の実施時期を通知します。この際、登録組織の運用上の課題等を把

握するために更新審査に関する「事前アンケート」を同封します。 

(2) 登録組織は、「マネジメントシステム更新審査登録申請書」、「役員名簿」及び「事前アンケート」

を指定期日までに提出して下さい。 

(3) センターは、登録組織からの申請内容を確認し、受理したときにはマネジメントシステム更新

審査登録申請書受理通知兼内容確認書によりお知らせします。このとき、提出された申請書に基

づき作成した審査料金の見積書、契約書をあわせてお送りします。 

(4) 登録組織は、契約の内容及び見積書をご検討の上、センターと登録範囲内の全ての事務所（法

人も含む※）を含んで契約を締結していただきます。 

（※第 2 編 審査 第 2 章 初回審査 2.1 審査登録申請の受付及び契約 2.1.2 申請及び契約 参

照） 

4.1.3.2 更新審査計画の協議及び更新審査の実施 

(1) センターは、申請書受理後、審査員の選定及び更新審査日程の調整を実施します。 

(2) 更新審査の手順は、「2.2.3 第二段階審査」に準じて実施します。更新審査計画書の作成及び更

3 年 

4 ヶ月 

通

知 

1 ヶ月 

基準日 1 年 2 年 3 年 

更新審査 

実施予定

期間 

3 ヶ月 

通

知 

1 ヶ月 1 ヶ月 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施予定期間 

2 ヶ月 4 ヶ月 

通

知 

1 ヶ月 

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ 

審査実施予定期間 

2 ヶ月 
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新審査の実施に当たっては、初回審査又は前回の更新審査及びその後のサーベイランスの結果

を踏まえて行います。 

ただし、マネジメントシステム、受審組織、又はマネジメントシステムを運営する状況に重要

な変更（例えば、法律の変更）があるような場合は、第一段階審査を必要とすることがあります。

第一段階審査を必要とする場合は、申請書を受理したときにマネジメントシステム更新審査登

録申請書受理通知兼内容確認書及び審査料金の見積書によりお知らせします。 

(3) 更新審査は、登録組織の事業に対する課題、過去の審査報告書及び事前アンケートなどから収

集した課題に焦点を当て、以下の事項について審査します。 

① 過去 3 年間の審査における不適合の是正処置実施状況の確認 

② 過去 3 年間のマネジメントシステム変更点の確認 

③ 過去 3 年間の顧客からの苦情の内容及びその処置の確認 

④ マークの使用、登録に関する引用状況の確認 

⑤ マネジメントシステム全般の運用状況の確認 

⑥ 次の a)～c)の 3 点についての確認 

a) 内部及び外部の変更に対するマネジメントシステム全体としての有効性、並びに登録の

範囲に対するマネジメントシステムの継続的な関連性及び適用可能性 

b) 全体のパフォーマンスを高めるために、マネジメントシステムの有効性及び改善を維持

することに対する実証されたコミットメント 

c) 組織の目的の達成及びマネジメントシステムの意図した結果の達成に関するマネジメン

トシステムの有効性 

4.1.3.3 審査報告書の作成及び発行 

審査報告書の作成及び発行は、「2.2.3.4 審査報告書の作成及び発行」の手順に準じて実施します。 

4.1.3.4 是正処置の回答 

是正処置の回答は、「2.2.3.5 是正処置の回答」の手順に準じて実施します。 

4.1.3.5 是正処置のフォローアップ 

是正処置のフォローアップは、「2.2.3.6 是正処置のフォローアップ」の手順に準じて実施します。 

4.1.3.6 是正処置確認書の作成及び発行 

是正処置確認書の作成及び発行は、「2.2.3.8 是正処置確認書の作成及び発行」の手順に準じて実

施します。 

 

4.2 登録更新の判定及び通知 

4.2.1 登録更新の判定 

(1) 登録更新の判定は、「2.3.1 登録の判定 (1)」の手順に準拠して判定委員会で実施します。判定委

員会にかけるには、原則として前月末までに審査を終了し、かつ是正処置が完了していることが

条件となります。 

(2) 判定委員会は、「登録の更新」、「登録の一時停止」、「登録範囲の縮小」又は「登録の取消し」のい

ずれかの判定を行います。登録の一時停止の基準は「7.3.1 登録の一時停止」に、登録の取消し及

び登録範囲の縮小の基準は「7.3.2 登録の取消し（一部、登録範囲の縮小を含む）」に示しており

ます。 

4.2.2 判定結果の通知等 

(1) 判定結果は、判定結果通知書により登録組織にお知らせします。判定結果通知書には、今後 3 年

間のサーベイランス及び更新審査の時期、訪問予定サイト等を記載した「審査プログラム」を添

付します。 

(2) 判定結果が一時停止である場合、判定結果通知書には、一時停止の理由、一時停止解除の条件及

び是正処置を完了すべき期間等が記載されています。 

申請者には、この期間内に処置を実施し、その結果を報告していただきます。 

※ 報告を受けた後、センターはその内容を確認し、センターが必要と判断した場合は、現場

でのフォローアップ審査を実施し、再度、判定委員会で判定を行います。 

(3) 判定結果が取消しの場合、取消しの理由を記載した判定結果通知書を登録組織に送付いたします。

登録証の有効期限が終了した場合、登録証はその効力を失います。登録の有効期限後、登録を引

用した全ての広告、印刷物の使用を中止していただきます。 

4.2.3 登録更新の実施及び登録証の交付 
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(1) センターは、判定委員会が「登録」と判定した場合には、登録簿を最新のデータに書き換えます。 

(2) センターは、登録簿に登録した組織に対し、判定結果通知書の送付後、原則として 3 週間以内に

登録証を交付します。 

 

4.3 審査費用の請求 

更新審査終了後、基本料金及び審査料金の請求書を発行しますので、指定期日までにお支払い下さ

い。 
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第 5章 統合審査 

 

5.1 統合審査 

統合審査とは、申請者の要請に基づき、QMS と EMS 又は他のマネジメントシステムの審査を一つ

の審査として行うものです。 

 

5.2 統合審査に係る特記事項 

(1) 提出書類 

統合審査で受審しようとする場合は、新規、サーベイランス又は更新審査の際に「マネジメント

システムの統合レベル自己評価書」に必要事項をご記入の上、申請して下さい。 

(2) 審査 

① 審査工数 

審査工数は、受審組織の統合マネジメントシステムの統合レベルの程度を考慮した上で、決定し

ます。 

② 審査工数の修正 

センターは、第一段階審査、サーベイランス審査又は更新審査の際に提出された「マネジメント

システムの統合レベル自己評価書」と実際のマネジメントシステムの統合レベルの差異を確認し、

審査工数の修正の必要があると判断したときは第二段階審査又は次回審査以降の審査工数を調整

します。 

③ 審査報告書 

審査報告書は、統合審査報告書として 1 冊にまとめて発行します。 

④ 審査費用の請求 

請求書は、他のマネジメントシステムと合算して発行します。 
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第 6章 臨時審査 

 

6.1 臨時審査 

6.1.1 臨時審査の実施 

次の場合、サーベイランス又は更新審査とは別に臨時審査を実施します。 

(1) 拡大審査 

登録組織から登録範囲の拡大申請があり、臨時に審査する必要があるとセンターが判断した場

合に実施します。 

(2) 短期予告審査 

①苦情調査の必要性がある場合、②登録組織の変更届又は事故等の報告によりシステムの問題

が顕在化した場合、③市場からの確実な情報によりシステムの問題が懸念される場合、④「9.2 登

録組織の義務（遵守事項）」の⑧に該当する場合、⑤「登録の一時停止」のフォローアップ審査の

場合など、短期の予告で実施します。 

(3) その他の臨時審査 

上記以外で、マネジメントシステム規格の改定等によって登録組織についての過去の審査では

不十分な場合で、臨時に審査を行う必要があるとセンターが判断した場合に実施します。 

 6.1.2 臨時審査の手順 

臨時審査の手順は、「2.2.3.2 第二段階審査計画の協議」、「2.2.3.3 第二段階審査の手順」に準じて

行います。審査は、臨時審査の目的を達成するために必要な最小限の範囲で行います。 

 

6.2 臨時審査の判定及び通知 

6.2.1 臨時審査の判定 

(1) 臨時審査の判定は、「2.3.1 登録の判定 (1)」の手順に準拠して判定委員会で実施します。 

(2) 判定委員会は、「登録」、「保留」、「不登録」、「登録の一時停止」、「登録範囲の縮小」又は「登録の

取消し」のいずれかの判定を行います。登録の一時停止の基準は「7.3.1 登録の一時停止」に、登

録の取消し及び登録範囲の縮小の基準は「7.3.2 登録の取消し（一部、登録範囲の縮小を含む。）」

に示しております。 

6.2.2 判定結果の通知等 

(1) 判定結果は、判定結果通知書により登録組織にお知らせします。 

(2) 判定結果が保留である場合、判定結果通知書には、保留の理由、是正処置を完了すべき期間等が

記載されています。 

登録組織には、この期間内に是正処置を実施し、その結果を報告していただきます。 

※ 報告を受けた後、センターはその内容を確認し、センターが必要と判断した場合は、現場

でのフォローアップ審査を実施し、再度、判定委員会で判定を行います。 

(3) 判定結果が一時停止である場合、判定結果通知書には、一時停止の理由、一時停止解除の条件及

び是正処置を完了すべき期間等が記載されています。 

登録組織には、この期間内に処置を実施し、その結果を報告していただきます。 

※ 報告を受けた後、センターはその内容を確認し、センターが必要と判断した場合は、現場

でのフォローアップ審査を実施し、再度、判定委員会で判定を行います。 

(4) 判定結果が取消しの場合、取消しの理由を記載した判定結果通知書を送付いたします。 

 

6.3 審査費用の請求 

臨時審査終了後、審査料金の請求書を発行しますので、指定期日までにお支払い下さい。 
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第３編 その他 

 

第 7章 登録内容の変更及び登録の一時停止、取消しについて 

 

7.1 登録事項の変更に対する取り扱い 

登録組織は、登録されている内容等を変更しようとするときは、マネジメントシステム登録変更届

をセンターに提出する必要があります。 

7.1.1 システムの変更に関わる取り扱い 

センターは、登録組織から提出されたマネジメントシステム登録変更届について、その内容を検討

し、下記のいずれかの手順の採用を決定します。 

① すみやかに臨時審査を実施し、変更内容を確認し、登録内容の変更を行います。 

② 次回サーベイランス又は更新審査で変更内容の確認を前提に、登録内容の変更を行います。な

お、この場合でも、上記①となることもあります。 

③ 次回サーベイランス又は更新審査で変更内容の確認を行い、その後登録内容の変更を行います。 

④ 変更の内容が妥当でないと判断した場合は、変更届を却下いたします。 

7.1.2 システム以外の変更に関わる取り扱い(例：連絡担当者の変更等)  

センターは、登録組織から提出されたマネジメントシステム変更届及び関係書類により変更内容

の適否を確認し、下記の何れか手順の採用を決定いたします。  

① 変更の内容に問題がないと判断した場合は、登録内容の変更を行います。ただし、営業譲渡な

どに伴う重要な変更の場合については、根拠となる資料の提出を求めます。 

② 変更の内容が妥当でないと判断した場合は、変更届を却下いたします。  

7.1.3 登録証の改定 

登録事項の変更により登録証に記載した内容を変更する必要がある場合は、登録証の改定を行い

ます。この場合、登録証発行の料金（￥11,000（税込）／1 部）をお支払いいただきます。登録組織

は変更後の登録証を受領後、変更前の登録証を速やかにセンターへ返還して下さい。 

 

7.2 審査登録制度などの変更時の取り扱い 

センターは、マネジメントシステム規格の改定、審査登録制度の運営方式などの変更があった場合、

必要に応じ登録組織と協議し対応策を実施します。また、改定、変更によって影響を受ける登録組織

に対し、文書により通知します。 

 

7.3 登録の一時停止及び取消し 

7.3.1 登録の一時停止 

センターは、次のような場合、登録を一時停止することができ、その場合、登録の一時停止を公表

します。なお、一時停止を行う場合、センターは、必要に応じて状況確認のヒアリングを行います。

また、登録の一時停止を行う場合は、一時停止が解除される条件を指示します。一時停止の期間は最

大で 6 ヶ月です。登録が一時停止された場合、登録を引用した全ての広告・印刷物の使用を中止して

いただきます。 

① サーベイランスを特別な事情なく所定の期間内に受審しなかった場合 

② サーベイランス又は臨時審査（認証範囲の拡大を除く）の結果、マネジメントシステム要求事

項に対する不適合が認められ、指定した期日までに是正処置が報告されない場合 

③ サーベイランス又は臨時審査（認証範囲の拡大を除く）の結果、マネジメントシステム要求事

項に対する不適合が認められ、審査終了後 3 ヶ月以内に是正処置が完了できない場合 

④ サーベイランス又は臨時審査の結果、品質／環境マネジメントシステムの根幹に係る重大な不

適合又は常習的不適合が認められる場合 

⑤ 登録組織から一時停止の要請があった場合 

⑥ 虚偽又は重大な過失により事実に反する申請、通知又は報告を行っている恐れがある場合 

⑦ 登録の引用、登録証、ＢＬ登録マーク、ＪＡＢ認定シンボルの不適切な使用又は不適切な登録

の引用が修正されない場合 

⑧ クレーム等に関する照会に対して、指定した期限までに回答が得られない場合 
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⑨ その他審査登録制度に係る規定に対する違反が続いている場合 

⑩ 登録範囲の製品又はサービスなどの提供を停止していると認められる場合 

⑪ センターに対する財政的義務を怠っている場合 

⑫ その他重大な事故又は過失、意図的な法令違反（独占禁止法、労働基準法、労働安全衛生又は

環境に関する規制を含む）等により当該組織の活動等が反社会的である恐れがあると認められ

る場合 

⑬ その他審査登録機関としてのセンターの社会的信頼を失墜させる恐れがあると認められる場

合 

7.3.2 登録の取消し（一部、登録範囲の縮小を含む） 

センターは、次のような場合登録を取消すことができます。登録を取消す場合は、登録の取消しを

公表します。取消しされた組織は、登録証の返納及び登録を引用した全ての広告・印刷物の使用を中

止していただきます。 

なお、登録の取消しを行う場合、センターは、必要に応じて状況確認のヒアリングを行います。    

① 「7.3.1 登録の一時停止」により一時停止を行った後、指定した期日までに一時停止を解除す

る条件を満たさなかった場合 

ただし、組織の登録範囲のいずれかの部分に関してのみ、審査登録要求事項について常態化し

た又は重大な不適合があり、要求事項に適合しないこれらの部分を除外することで残りが適合

している場合は、登録範囲を縮小することができる。この縮小は、審査登録に使用される規格の

要求事項の意図に沿ったものに限る。 

② 虚偽又は重大な過失により事実に反する申請、通知又は報告を行ったことが判明した場合 

③ センターの規定に基づく立ち入りを拒み、妨げ、又は忌避した場合 

④ 倒産、解散若しくは事業継続が行われていないと認められた場合 

⑤ その他重大な事故又は過失、意図的な法令違反（独占禁止法、労働基準法、労働安全衛生又は

環境に関する規制を含む）等により当該組織の活動等が反社会的であると認められる場合 

⑥ その他審査登録機関としてのセンターの社会的信頼を失墜させると認められる場合 
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第 8章 異議申し立て及び苦情 

 

8.1 異議申し立て、苦情 

8.1.1 異議申し立て 

申請者又は登録組織は、センターの審査登録に関する決定について文書で異議の申し立てができ

ます。また、苦情に関するセンターの決定について、文書で異議の申し立てができます。 

8.1.2 苦情 

申請者又は登録組織は、センターの審査登録業務活動に関して不満を表明することができます。申

請者又は登録組織以外の方もセンター登録組織の活動に関係ある事項に関して不満を表明すること

ができます。ただし、その表明が申し立て者と申請者又は登録組織間で既に裁判中又は調停中であっ

た場合は、当該表明の受け付けはいたしません。 

8.1.3 異議申し立て及び処理プロセスの概要 

8.1.3.1 異議申し立ての期限 

異議の申し立ては、センターの決定等に関する通知が届いた日から 30 日以内に別に定める「異

議申し立て書」により行わなければなりません。 異議申し立ては、その申し立ての根拠を添えて行

われることが必要です。 

8.1.3.2 異議申し立てに要する費用 

申し立て者には、その申し立てが最終的に却下された場合は、その審理に要した費用を負担して

いただきます。その証拠として、申し立てに際して証拠金 10 万円を異議申し立て受理日から 7 営

業日以内にセンターに支払っていただきます。この証拠金は、審理の結果申し立てが正当と認めら

れた場合には全額申し立て者に返却します。 

8.1.3.3 判定と通知 

異議申し立て処理委員会は、異議申し立てを受諾するか否かを初回の異議申し立て処理委員会が

開催された日から原則として 6 ヶ月以内に判定いたします。 

異議申し立て処理委員会委員は、異議申し立て者と利害関係にない者が行います。 

センターは、異議申し立て処理委員会の判定を受けてから 10 日以内に異議申し立てを受諾する

か否かの決定及びその理由を文書で通知し、これにより異議申し立ては完結したものといたします。 

8.1.4 苦情申し立て及び処理プロセスの概要 

8.1.4.1 苦情申し立て 

苦情の申し立ては、電話でもできますが、申し立て内容を正確に把握するため文書での提出をお

願いすることがあります。 

8.1.4.2 調査及び苦情の申し立て者への回答 

センターは、事実関係を調査し、審議した結果を申し立て者へ回答します。この回答に異議があ

る場合は、「8.1.1 異議申し立て」の異議の申し立てが行えます。ただし、受け付けた苦情が申し立

て者と申請者又は登録組織間で裁判又は調停等になった場合は、センターは原則として裁判又は調

停での結論が確定するまでの間、当該案件の処理プロセスを中断します。なお、当該裁判又は調停

の結果が確定し、その内容が当センターに通知された場合は、当該結果に基づいて苦情申し立てに

関する処理プロセスの中断を解除します。 

  

8.2 登録組織が受けた苦情等の処置 

登録組織には、次のことを遵守していただきます。 

① 全ての苦情等に対し、適切な事後処理を講じること。 

② 全ての苦情、その処置内容及び効果について文書に記録し、保管すること。 

③ マネジメントシステムの是正処置を記録し保管すること。 

④ センターが要求した場合は 上記②、③ の記録を提供すること。 

（第 9章 義務、遵守事項等 9.2 登録組織の義務（遵守事項）参照） 
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第 9章 義務、遵守事項等 

 

9.1 センターの守秘義務 

センターは、法令の規定により情報の開示が要求される場合、認定機関による認定審査等において

情報の開示が要求される場合、あるいは登録組織の同意を得た場合を除いて、登録組織から得た情報

を第三者に開示しないよう守秘義務を負います。 

 

9.2 登録組織の義務（遵守事項） 

 登録組織は、「2.1.3 申請者の義務」及び「8.2 登録組織が受けた苦情等の処置」に記載している事項

のほか、以下の事項を遵守していただくことが必要です。 

① 登録についての不正確な引用又は誤解を招くような登録情報の利用などについて次の事項を

遵守していただくことが必要です。これらの事項が遵守されない事実が判明した場合、是正処置

をとっていただきます。 

・インターネット、パンフレット若しくは広告、又は他の文書などのコミュニケーション媒

体に登録の地位を引用する場合、センターの要求事項に適合する。 

・登録に関連して誤解を招く表明を、自ら行わず、他者による表明も許さない。 

・登録文書又はその一部（登録マーク、審査報告書を含む）を、誤解を招く方法で自ら使用

せず、他者による使用も許さない。（注 1・2） 

・登録の一時停止又は登録の取消しを行った場合、センターの指示に従い、登録の引用を含

むすべての広告物の使用を中止する。 

・登録の範囲が縮小された場合、すべての広告物を修正する。 

・製品（サービスを含む）又はプロセスをセンターが登録したと受け取られる方法で、マネ

ジメントシステム登録が引用されることを認めない。 

・登録範囲外の活動及び事業所にも登録が及んでいると受け取られないようにする。 

・センター及び／又は審査登録システムの評価を損ない、又は社会的信用を失墜させる方法

でその登録を用いない。 

（注 1）上記の「誤解を招くような方法」とは、例えば下記のような場合を指します。 

例１．製品に登録マークを貼付する。または、消費者の目にとまる製品の包装に登録マークを

表示する。 

⇒製品そのものが保証されているという誤解を招く恐れ有り 

ただし、登録マークを使用せず、登録されたマネジメントシステムを取得しているこ

とを製品の包装又は附帯情報に表明する場合、登録組織の特定、マネジメントシステム

の種類、登録証を発行した機関の引用がなされていれば、誤解を招くような表明にはあ

たらない。 

例２．製品に関する測定値を記入した検査成績書等に登録マークを表示する。 

⇒測定値を保証しているという誤解を招く恐れ有り 

例３．審査登録の対象範囲外の業務に従事する人の名刺に登録マークを表示する。 

⇒名刺に登録マークを表示している登録対象範囲外の人の所属部署も登録されている

ような誤解を招く恐れ有り 

例４．対象事業所が限定された登録である場合、限定の説明なしで認証取得の紹介文を掲載す

る。 

⇒登録対象範囲外の事業所も登録されているような誤解を招く恐れ有り 

（注 2）登録証等、BL 登録マーク、審査報告書の所有権、商標権、その他の知的財産権はセンター

に帰属します。第三者への譲渡、貸与、利用、許諾等はできません。 

② 登録組織が受けた全ての苦情等に対して適切な事後処理を講じ、苦情の内容、取った処置及び

その効果について記録し保管して下さい。また、マネジメントシステムの是正処置を記録し保管

して下さい。センターが要求した場合は 当該記録を提供して下さい。 

③ マネジメントシステム審査登録の基準又は要件への適合に影響を及ぼすような品質方針、工程

又は施設に関する変更を全て報告していただきます。また、次の事項についての変更も報告して

いただきます。 

・法的地位又は所有権 
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・組織及び経営層（最高責任者又は管理責任者） 

・連絡先及び事業所 

・登録された範囲 

・マネジメントシステム及びプロセスの重大な変更 

④ 登録組織の QMS、EMS の維持管理状況を確認するために実施するサーベイランスを受審し

て下さい。 

⑤ 審査及び苦情の解決に必要とする全ての書類、情報及び便宜をセンターに提供し協力して下さ

い。 

⑥ 登録組織は、審査登録業務に係る料金を遅滞なくお支払い下さい。 

⑦ 登録組織は、審査の実施に必要な準備を全て行って下さい。この準備には、センターが行う全

ての審査及び苦情の解決に必要な文書の調査、並びに全ての場所への立ち入り、記録(内部監査

を含む)の閲覧及び、センターと申請者又は登録組織との面接のための用意を含みます。 

⑧ QMS 及び EMS の認定シンボル付き登録証を所有する登録組織で認定機関からセンターの実

施状況を確認する審査（組織立会審査）に該当した場合は、正当な理由がない限り協力して下さ

い。（後述「10.1.2 ＪＡＢによる組織への立会審査等参照」） 

⑨ 適用する製品、プロセス又はサービスに重大な影響を及ぼすと認められる事故等が発生した場

合、又は品質・環境に関して公的な罰則が適用された場合には、その旨を遅滞なく報告していた

だきます。 

⑩ 登録証をコピーしたときは、原本とコピーの識別ができるようにしていただきます。 

⑪ 登録組織には、登録証発行後、登録したシステムを変更しマニュアル等を改定した場合は、改

定ごとに「管理版」のマニュアル等を 1 部提出していただきます。 

 

9.3 遵守事項違反等判明時の処置 

登録組織が、審査登録システムについての不正確な言及、登録証及び登録マーク／ＪＡＢ認定シン

ボル並びに審査報告書の誤解を招くような利用等の行為を行ったこと及び「9.2 登録組織の義務（遵守

事項）」等、遵守事項違反が判明した場合は、センターは是正処置をとるよう指示いたします。適時な

是正処置の実施が確認できない場合は、「7.3 登録の一時停止及び取消し」の手順に準じて措置いたし

ます。 
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第 10 章 認定機関について 

 

10.1 公益財団法人日本適合性認定協会(ＪＡＢ)関係 

10.1.1 ＪＡＢ認定の表記等について 

(1) ＪＡＢ認定範囲に登録した組織に対しては、ＪＡＢ認定シンボル付きの登録証を発行します。ま

た、当該組織は、ＪＡＢ認定シンボルを広告、パンフレット等に使用できます。 

使用する場合は、「2.3.4 登録証の交付及び登録マークの使用許可」に準じて使用していただきま

す。 

(2) 上記組織のうちＪＡＢホームページへの掲載を希望される場合、センターはＪＡＢに対してホー

ムページへの掲載の申請を行います。 

10.1.2 ＪＡＢによる組織への立会審査等 

(1) 登録範囲がＪＡＢ認定範囲の申請者又は登録組織は、申請者の第一／第二段階審査、登録組織の

サーベイランス又は更新審査がＪＡＢによる立会審査に該当した場合、ＪＡＢが審査に立会うこ

とをご了解いただきます。また、ＪＡＢ用に会議室等場所の提供等の協力をしていただきます。 

立会審査は、登録範囲の全ての事業所が対象であり、ＩＴシステム上の仮想サイト（バーチャ

ルオフィス等）等も含まれます。それに伴い、ＪＡＢが登録範囲の事業所に立ち入る場合や、登

録組織へ直接お問い合わせをする場合があります。 

(2) 前項のＪＡＢの審査立会いを拒絶した場合は、次の処置を行います。 

① ＪＡＢの審査立会いを拒絶したことをＪＡＢに書面にて通知します。この際、その拒絶に正当

な理由があると判断した場合は、正当性を説明する書面をこの通知に添付します。 

② ＪＡＢが正当と認める理由がある場合を除き、ＪＡＢによる審査立会いを拒絶した場合には、

不登録、登録の取消しの処置を行います。 

また、ＪＡＢによる審査立会いを回避するため他の審査登録機関に登録を移転した場合はその

旨をＪＡＢに通知します。この場合、ＪＡＢはＪＡＢが認定した審査登録機関及びＩＡＦメンバ

ー認定機関に通知し、この通知を受けたＪＡＢが認定した審査登録機関は、登録証を発行しませ

ん。なお、ＪＡＢによる立会審査は、ＪＡＢが弊センターの審査の適切性を確認するためのもの

であり、申請者又は登録組織のシステムの構築及び運用状況を審査するものではありません。 

(3) 登録範囲がＪＡＢ認定範囲の登録組織は、ＪＡＢによるマーケットサーベイランス訪問に該当し

た場合、それに同意することを了解していただきます。このマーケットサーベイランス訪問の受

入を拒絶し、ＪＡＢが正当と認める理由がない限り、センターは登録の取消し等の措置を行いま

す。 



 

 

 

 

 

 
 

 

【最寄り駅】 

JR 飯田橋駅西口    ：徒歩 3 分 

有楽町線・南北線・東西線・都営大江戸線飯田橋駅 A4 出口 ：徒歩 2 分 

 

一般財団法人ベターリビング システム審査登録センター 

〒102-0071  

東京都千代田区富士見 2-7-2 ステージビルディング 4 階 

TEL：03-5211-0608   FAX：03-5211-0594／0966 

E-mail：blqe-iso＠cbl.or.jp 

ホームページ：http://www.cbl.or.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


